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•各自治体における観光事業やプロモーションに関する取り組み状況の実態把握を
行うための調査です。（平成30年度より毎年実施）

•本調査結果を今後の観光プロモーション活動などにお役立ていただくことも、
あわせて目的としています。

調査目的

•令和6年4月22日～令和6年6月14日

調査期間

•全国1,741自治体

調査対象

•回収数：720票
•回収率：41.36%

回収状況



01. コロナ前を基準にした昨年度の観光客数の増減

17%

34%
43%

5% 1%

コロナ前より増えた
コロナ前と同じくらいに戻った
コロナ前の約7割～9割
コロナ前の約4割～6割
コロナ前の約1割～3割
コロナ前の1割未満

N = 702



02-1. これまでのGoToトラベル事業や観光庁等における
補助事業を活用した内容もしくは活用を検討した内容
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パンフレットやマップの作成
各種イベントの開催

旅行商品や体験プログラムなどの造成
PR動画の作成

観光案内板やデジタルサイネージの設置
SNSなどを活用した情報発信
観光資源のブラッシュアップ

FAMツアーやモニターツアーの実施
インバウンドの整備（多言語化やハラール対応など）

キャンペーンの実施（クーポンの発行や費用補助など）
施設の整備（公衆トイレや観光案内所など）

Webサイト（ECサイト含む）の作成
スタンプラリーや周遊ルートの策定

国内プロモーション
メディアやインフルエンサーなどの招聘

感染症対策
各種事業者や地元商店街などへの支援

グッズや土産物の開発
インフラの整備（Wi-Fi環境や二次交通など）

地域のブランディング
海外プロモーション

独自アプリやデジタルコンテンツの開発
セミナーや意見交換会などの開催
アンケートや宿泊者統計などの調査

通訳やガイドなどの人材育成
ワーケーションの推進

機材の整備（決済システムや翻訳機など）
その他
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活用した内容

活用していないが検討した内容

N = 532



22%

59%

19%

積極的に実施したい
実施したい
実施する予定はない

N = 686

02-2. これまでのGoToトラベル事業や観光庁等における
補助事業を活用しなかった主な理由および今後の方針
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予算不足
自治体の独自予算やその他の予算を活用

人材不足
コロナ交付金など別の補助金を活用

他の事業と比較して優先順位が低かった
観光が主たる産業ではない

要件の合う内容や該当する補助事業がなかった
ノウハウがなくエントリーできなかった

効果が見込めなかった
エントリーしたが不採択

その他
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N = 315



03. 多言語化の実施状況とその対応言語
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中国語-繁体字
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韓国語

タイ語

フランス語

スペイン語

ベトナム語

ドイツ語

インドネシア語

ポルトガル語

イタリア語

その他
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販促物や掲示物

デジタルコンテンツ

N = 548



19%

25%
56%

活用している
活用を検討中
活用する予定はない

N = 685

04. 機械翻訳の活用状況および機械翻訳に対するイメージ

16%

43%

33%

8%
活用している

活用を検討中

活用する予定はない

活用する予定はない

N = 684

エンジンも賢くなってきており、
機械翻訳で十分

意味が通じれば、
多少の翻訳間違いは問題ない

完璧ではない以上、
機械翻訳は控えたい

機械翻訳は信用しているが、
人による翻訳が望ましい



05-1. 情報発信のプラットフォームおよびSNS運用の課題
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人材不足
効果的な投稿ができているか検証しづらい
行政として民間事業者を公平に紹介しづらい

投稿するネタや写真などの素材不足
担当者によって投稿内容に差が出る
業務時間外にも対応が必要となる
適切な投稿文の作成が難しい

決裁や各課との調整などで投稿までに時間がかかる
その他
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Instagram
Facebook
X / Twitter
YouTube

LINE
ブログ

独自アプリ
TikTok
微博
微信
その他

運用していない
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N = 708

N = 678



05-2. SNSの運用における効果的な投稿内容や成功例など

投稿内容【工夫】

成功例【結果】

市にゆかりのある著名人にPRを委託
ゆるキャラのプロモーション
投稿を有名インフルエンサーに依頼
各種キャンペーン（プレゼント、コラボ、フォトなど）
ターゲットを絞った広告を出稿
災害を避ける伝承を投稿
混雑具合や迷子対策に関する情報発信
ロケ地や放映情報の投稿
モニターツアーの様子を投稿
名勝など写真映えのする写真の投稿
昼休みなど閲覧されやすい時間帯を狙った投稿
投稿内容をシリーズ化
知名度の高い人物に関する内容投稿
静止画に加え動画も積極的に投稿
開花状況や山開きなど、季節感のある内容の投稿
イベントの告知や開催中のリアルタイム投稿
アニメの聖地に関する投稿
投稿内容に応じて掲載する媒体を選択
フォロワーとの相互コミュニケーション
SNSの運用を民間事業者へ委託
SNSとメディア出演の連動

集客数や売上が増加
リーチ数やインプレッション数が増加
コメント数が増加
HPへの訪問数が増加
地域の知名度が向上
TikTokerによる拡散
海外でも拡散

※ 回答の一部を抜粋



11%

14%

53%

22%

取り組んでいる
取り組む予定
実施できていない
取り組む予定はない

N = 702
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予算不足
人材不足

何をしていいかわからない
DXの必要性を感じない

その他
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06. 観光DXの取り組み状況および
取り組めていない理由もしくは取り組む予定のない理由

その他の主な回答
観光DXとは何か、そもそもDXが何か、わかっていない 観光DXに取り組む構想がない
他の施策より優先度が低い 観光が主たる産業ではない
事業所の高齢化 手法などについて検討できていない
町単体ではなく管内一体で実施するのが効果的と考える コストに見合うリターンをつくることが難しい（費用対効果）

N = 545

取り組んでいる
取り組む予定

取り組む予定はない
取り組みたいが実施できていない



07. 観光事業の推進における課題
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人材不足
予算不足

公共交通が行き届いていない（二次交通対策）
宿泊施設が無い／少ない

観光地としての認知度が低い
観光客の滞在時間が短い

観光資源や観光スポットが無い／少ない
観光客の消費額が少ない

観光客は増加しても宿泊につながらない
季節や曜日による繁閑の差が大きい

観光客を迎える事業者に温度差がある
カードや電子マネーなど多様な決済方法への対応

観光DXの取り組み
戦略や方向性が定まっていない
掲示物や配布物の多言語対応

官民連携
Wi-Fi 環境の整備

駐車場や生活道路などがキャパシティを超えている
ハラールなどの異文化対応

広域連携
PRするための動画や写真など素材がない
SNSの活用などPR方法がわからない

災害時やトラブル時の対応
特に課題はない

その他
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N = 714



43%

30%

27%

連携している
連携を検討中
連携する予定はない

N = 639
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観光協会
DMOや観光推進機構

観光事業者
宿泊事業者
商工会議所
飲食事業者

各種協議会・組合・団体
交通事業者

地域ボランティア
商店街

イベント事業者
コンベンションビューロー

学識機関や学生団体
広告事業者
海外の事業者
金融機関

ツーリズムビューロー
通信事業者
IT事業者
その他
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08. 観光事業の推進における官民連携の状況とそのお相手

N = 425



38%

26%

36%

連携している
連携を検討中
連携する予定はない

N = 698
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近隣自治体

都道府県

DMOや観光推進機構

広域連携協議会

県外の自治体

沿線の自治体

コンベンションビューロー

官公庁

ツーリズムビューロー

海外の自治体

姉妹都市

その他
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09. 観光事業の推進における広域連携の状況とそのお相手

N = 357




